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2 　子ども医療費助成事業

　子育て世帯の経済的負担を軽
減し、安心して子育て出来る環
境づくりを図るため、高校生まで
の保険診療に伴う自己負担分を
助成する（無料化）。

　7歳～18歳までの子ども医療費の
保険診療に伴う自己負担分（審査手
数料含む）を助成。

　※上記助成に係る町単独実施
　　 分経費の一部に交付金を充当。

3,374,562円

　子育て世帯に対するアン
ケート調査を度実施し、子
育て支援対策の満足度４
（５段階）以上の割合を
３％改善

（H25年度実施の類似調査
　結果：34.75％）

37.75 ％ H28.3 37.00%
地方創生に効果が
あった

総合戦略のKPI
達成に有効で
あった

事業の継続

3 　学童保育所開設及び運営事業

　保護者等が就労等により、昼
間家庭にいない小学校低学年
（1年生～3年生）児童の放課後
の生活を守り、健やかな成長を
促すとともに、保護者等が安心
して子育てが出来る環境づくりを
図り、ひいては移住・定住の促
進を図るため、学童保育所を新
規に開設・運営する。

　既存の学童保育所１か所に加え
て、今後各学校区単位での設置を目
指す中で、志賀・比井校区内の学童
保育所として、新たに１か所設置す
る。

　※新規に設置する学童保育所
　　 を運営するのに必要な指導
　　 員の人件費、材料費等。
　　　（運営委託）
　※新設の学童保育所開設に
　　 必要な備品購入費。

5,550,438円
　申込み人数
　（小学１年生～
　　　　　３年生他）

25 人 H28.3 26人
地方創生に非常に
効果的であった

総合戦略のKPI
達成に有効で
あった

事業の継続

4
　移住・定住促進事業
　（集落排水処理施設加入促進事
業）

　住宅を新築する際に必要な経
費を軽減し、少しでも町外からの
移住や町内での定住がしやすい
ように、町内の集落排水処理施
設の供用開始区域において、新
規に集落排水処理施設へ接続
する方の加入金の一部を助成す
る。
　ひいては、町内の環境保全を
図る。

　新規加入者に対する助成：
　　・町内の集落排水処理施設の
　　　供用開始区域において、新
　　　規に集落排水処理施設へ
　　　接続する個人に対して加入
　　　金（308,500円）の一部を助
　　　成。
　　・「150,000円／1件」

1,200,000円 　新規接続戸数 20 戸 H28.3 8戸
地方創生に効果が
なかった

総合戦略のKPI
達成に有効とは
言えない

事業の中止

19,845,000円

　新規開設に係る経費（備品
購入費）が、多いように感じる
ので、今後新設する場合に
は、計画額を考慮されたい。

　今後も引き続き、需要に応
えられるよう事業を実施して
いく。

　ＫＰＩの達成状況と財政上の
費用対効果の観点から、現
時点において事業継続は困
難。
　今後、有効に活用出来る
国・県の補助事業があれば活
用を検討する。

　医療費を含めた子育て支援対策
を継続して実施していく。

　より利用しやすいような対策を検
討しつつ、事業を継続していく。

　当面は、合併処理浄化槽の設置
補助に傾注していく。

　今後も引き続き、安心して
子育て出来る環境づくりの施
策として事業を実施していく。

目的 事業概要

外部有識者からの意見

外部有識者からの評価 実績値を踏まえた事業の今後について

今後の方針の理由

.No. 交付対象事業の名称

本事業における重要業績評価指標（KPI）

　「日高町人口ビジョンに」に基づく
目標人口の達成を目指して、「第
五次日高町長期総合計画」とも整
合性を図りながら、施策を展開して
いく。
　また、実施施策・事業の効果検
証と、必要に応じて総合戦略の改
訂を行う。

1

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）に係る事業実施結果及び評価について

実績額

本事業終了後における実績値

　日高町総合戦略策定事業

　人口及び産業・経済等の現状
と将来予測を分析したうえで、将
来における目標像を設定し、そ
の実現に向けて必要な方策を示
す「日高町総合戦略」を策定する
ために、必要な専門的な調査等
を実施する。

　地域の実情に応じた「人口ビジョ
ン」及び「総合戦略」の策定に向け、
各種の資料収集や調査・分析業務
が円滑に進捗するよう外部発注を行
い、業務を実施。
　また、人口ビジョン及び総合戦略
の策定にあたり、町長を本部長とす
る推進本部（庁内組織）を設置し、会
議を４回開催。
　このほか、幅広い分野の方々から
意見を聴取するための外部有識者
会議を設置し、会議を２回開催。

　※人口の現状分析と将来人口
　　 推計等の調査（人口ビジョン）
　※意識調査（アンケート）の実施
　　（18歳から40歳代の男女、
　　　1,000名を無作為抽出で実
　　　施）
　※既存資料の収等
　※推進本部会議等の運営費
　※資料作成費等

9,720,000円


